
1 款 1 項 1 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 32,500

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

使用料金 千円 60750 62903 23975 61223
一般管理費 千円 9844 7116 3114 6231

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 0 0 0 0

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 9,844 7,116 3,114 6,231

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 3,009 1,829 914 1,829
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.37 0.23 0.12 0.23
人件費単価 8,135 7,954 7,954

1,829
合計 0 7,116 3,114 6,231

事業費
直接事業費 6,835 5,287 2,200 4,402
人件費 3,009 1,829 914

改善策の
具体的

取り組み

簡易水道の効率化を図り、事務経費の節減を図る。

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

双海、中山地区の９箇所（上灘、豊田、小網、本郷、城ノ下、中山、佐礼谷、村中、永木）の簡易水道区域内
に、安全で良質な水道水を安定供給するために、事業全般に関連する庶務等の事務処理を行う。

事業の内容

双海、中山地区の９箇所（上灘、豊田、小網、本郷、城ノ下、中山、佐礼谷、村中、永木）の簡易水道区域内
に、安全で良質な水道水を安定供給するための、料金の賦課・徴収等事務の執行。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

簡易水道の効率化を図り、事務経費の節減を図る。

事業の対象 市民（簡易水道利用者）

根拠法令等
水道法

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 水道課 電話番号（内線）： 711
記入者情報 所属長： 野島 康博 担当責任者： 高村 博之

事務事業名 (簡水)一般管理事業
予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
生活環境の整備

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　簡易水道施設は、中山・双海の中山間地域に存在し、地域の生活基盤を支える重要な施設であり、今
後も継続した円滑な運営を行う必要があることから、経営の効率化や更なる経費削減を図ると共に、水道
料金の見直しや上水道への経営統合も視野に入れて早急に検討する必要がある。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

中山・双海地域の簡易水道施設においては、人口の少子化、高齢化、自然減の増大、若者などの流失が
益々増し、併せて節水意識の高揚などで以前よりも使用水量の減少が顕著に現れている。今後、更なる
事務の効率化を図り、今以上の経費節減に努める必要がある。いずれにしても経営効率の低いこの事業
においては、水道料金の見直しは課題である。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 6 6 0 0
実　　績 6.17 9.83 0 0

成果指標

成果指標
使用料金収入÷一般管理費

指標設定の
考え方

簡易水道施設を維持管理するための事務的経費で、料金収入に占める一般管理費の割合を数値化し年度比
較することで、費用対効果を常に意識した事務の遂行が可能となる。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


